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長浜市道路雪寒対策基本計画の見直しにかかる 

パブリックコメントの実施について 

 

 

 長浜市道路雪寒対策基本計画の見直しにあたり、素案を作成しましたので、

パブリックコメントを実施します。 

 

１．計画見直しについて 

冬季における道路の安全かつ円滑な交通を確保し、持続可能な雪寒体制を構

築するため、長浜市道路雪寒対策基本計画を令和元年 10 月に策定し、自助・

互助・共助による雪寒対策を推進してきました。 

今回、現計画の策定から５年が経過したことから、現計画の基本的な方向性

を踏襲しつつ計画の取組を検証し、社会情勢の変化等を踏まえ必要に応じて計

画の見直しをするものです。 

 

 

２．計画の方向性 

（１） 計画の目的 

① 災害時における緊急車両等の通行の確保 

② 経済活動の停滞の防止 

③ 市民生活の不便解消 

この目的を達成するため、現計画の基本的な方向性を踏襲しつつ、社会情勢

の変化を踏まえた計画方針としました。 

（２） 計画方針 

① 地域特性に応じた基準による計画 

・地域特性を踏まえた雪寒対策基準の設定 

・設定基準に沿った個別計画の策定 

（機械除雪、消雪設備、自助・互助・共助による雪寒対策） 

・社会情勢を踏まえた効果的な直営路線の委託化 

② 持続可能な雪寒体制構築に向けた計画 

・除雪機械の計画的な更新による除雪体制の維持 

・消雪設備の計画的な修繕・更新及び将来費用の平準化 

・自助・互助・共助による雪寒対策の取組を支援 

 

所管委員会 産業建設常任委員会 

所管局・課 道路河川課 
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３．見直し経過 

 令和６年  ５月         部内関係課による見直し協議開始 

９月 17 日   産業建設常任委員会（着手報告） 

       ９月～  関係部署、関係機関との協議等 

 令和７年  ６月 16 日  産業建設常任委員会（中間報告） 

８月     庁内意見照会 

       ９月 17 日  産業建設常任委員会（パブコメ前報告） 

 

 

４．パブリックコメント実施期間 

 令和７年９月 18 日から令和７年 10 月 17 日まで 

 

 

５．今後のスケジュール（予定） 

９月～10 月 パブリックコメントの実施 

      12 月         産業建設常任委員会（最終案について） 

    計画の改定、公表（市ホームページ掲載等） 
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⻑浜市道路雪寒対策基本計画の概要（案）

雪寒対策の３つの目的達成に向けて取り組むなかで、上記
の課題解決に向けた計画方針を設定

・現在の機械除雪路線を原則維持
・新規認定・廃止基準を設定
・効果的な直営路線の委託化

冬季における道路の安全かつ円滑な交通を確保し、①災害時におけ
る緊急⾞両の通⾏確保、②経済活動の停滞防止、③市⺠⽣活の不便解
消を図ることを目的に、機械除雪、消雪設備による雪寒対策を中心に
実施
また、地域住⺠による除雪作業に対し補助などの⽀援を実施

道路雪寒

対策

機械除雪

市実施（直営）

市実施（委託）

住民実施

消雪設備

市管理

住民管理

❅策定の経緯

機械除雪路線基準の設定

機械除雪
機械除雪…市による実施（直営、委託）、地域住⺠による除雪

消雪設備…市による管理、市と地域住⺠等が協定を締結し管理

❅現行の対策

❅雪寒対策の課題
①気候特性の地域差
北部地域、南部地域また中山間地域では、積雪量が異なるた
め、地域の実情に配慮した対策が必要

③財政状況の逼迫
人口減少・高齢化等に伴う社会保障費等の増加。また、除雪
⾞両や消雪設備の老朽化が進み、雪寒対策費が増加

②雪寒対策の担い手の減少
少子高齢化に伴い、除雪の主な担い手である⽣産年齢人口が

減少。同時に建設事業所やその従業者も減少

❅計画方針

❅個別計画
消雪設備

路線の優先度に応じた除雪水準の設定
・機械除雪路線に対し優先度を設定
・優先度に応じ出動基準や作業水準等を設定

設備の計画的な維持管理
・事後保全と予防保全を適切に実施
・今後必要となる維持管理費用を平準化

協定内容の見直し
・市と地域の管理区分を設定
・設置経緯や地域特性を踏まえつつ、市内で
統一した内容に改定

新規設置と更新基準の設定
・路線毎の消雪設置有効性を評価
・評点と実情を踏まえて新設・更新を検討
・検討を⾏う際の手順を設定

除雪車両等の運用見直し
・除雪⾞両の保有数を維持した計画的な更新
・除雪⾞庫の適正配置、維持管理、新設検討

・地域で取り組む除雪作業に関する
補助事業の随時見直し
・除雪⽀援事業等の情報発信

自助・互助・共助

施策の推進

・ＤＸ等の推進による効率化
・各地区の除雪対策本部の集約化
の検討
・国や県、自治会等と連携

雪寒対策路線

消雪設備 自助・互助・共助

なし
既存消雪設備の

有無

機械除雪

市の消雪設備基準

との照合

市の機械除雪基準

との照合

あり 不適合

不適合

適合

適合

国道・県道(歩道)市道 農道・里道等

市が基準に基づき

実施

市・自治会等もしくは

双方が協定に基づき実施

必要に応じて

自治会や地域住民が実施

地
域
住
⺠
に
よ
る
雪
寒
対
策

へ
の
⽀
援

策定の経緯
H18 １市２町合併 雪寒対策は現行水準を維持

H22 １市６町合併

H26 合併基本計画

H28～H30 長浜市雪寒体制のあり方懇話会の開催
今後の雪寒対策の方向性を示した
「長浜市道路雪寒対策の基本的な考え方」を策定

３つの目的に基づき、雪寒対策路線を設定したうえで、機械除雪、
消雪設備、自助・互助・共助のいずれの対策方法が適切か判断

❅雪寒対策路線と対策方法

合併時は現行のとおりを維持、長浜市に引き継
ぎ、合併後、適切な体制となるよう検討する

大雪を想定した適切な除雪体制の整備や除排
雪対策を図る

ひっぱく
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R6年9月 計画見直しの着手

計画の基本的な方向性を維持
社会情勢の変化を踏まえた検証を実施

R元年10月 「長浜市道路雪寒対策基本計画」を策定

目的：冬期における道路の安全かつ円滑な交通を確保

災害時における緊急車両等の通行の確保

経済活動の停滞防止 市民生活の不便解消

（1）地域特性に応じた基準による計画の策定

・地域特性を踏まえた雪寒対策基準の設定

・設定基準に沿った個別計画（機械除雪、消雪設備、自助・

互助・共助による雪寒対策）の策定

（2）持続可能な雪寒体制構築に向けた計画の策定

・除雪機械の計画的な更新による除雪体制の維持

・消雪設備の計画的な修繕・更新及び将来費用の平準化

・自助・互助・共助による雪寒対策の取組を支援

目的達成に向けた計画方針R7年12月（予定） 「長浜市道路雪寒対策基本計画」を改定
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長浜市住生活基本計画の改定について（経過報告） 

 

１．改定の要旨 

本市では「安全・安心で住みごこちを高める豊かな住まいづくり」を基本理

念に掲げ、平成26年12月に「長浜市住生活基本計画」を策定し、地域の風土

に合った住み続けられる住まいづくりや、多様な世代が安全・安心に暮らせる

住宅・住環境の形成等の実現に向け様々な施策を進めてきました。 

計画策定から10年が経過し、全国的な人口減少・少子高齢化のさらなる進

行や、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う住まい方・働き方の変化、自然

災害の激甚化などの社会情勢の変化により、住生活を取り巻く環境が大きく変

化しています。 

このような中、令和３年３月には、国の住生活基本計画が改定され、また令

和４年３月には、滋賀県の住生活基本計画が改定されました。 

本市においても、社会情勢の変化を踏まえ、今後の住生活に関する施策展開

の方向性を示すことを目的として、計画の改定を行うこととします。 

 

 

２．これまでの経過 

令和７年３月１０日 産業建設常任委員会への報告（着手） 

    ６月１７日 長浜市住生活基本計画の進捗状況確認（庁内照会） 

６月２０日 市民アンケートの実施(郵送) 

７月２１日 市民アンケートの受付終了 

８月１２日 第１回長浜市住生活基本計画策定委員会 

 

 

〇市民アンケート調査 

〈目 的〉長浜市住生活基本計画の改定の参考とするため、住環境や住宅、今

後の住まいづくりについて意見・要望を確認したもの 

〈調査期間〉令和7年6月20日～7月21日 設問数：26 問 

〈対 象〉18歳以上の無作為抽出された市民1,000人に、アンケートを郵送 

〈回収率〉40.6％（406人回答） ※回収方法：郵便、web回答 

 

 

 

所管委員会 産業建設常任委員会 

所管課 住宅課 
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３．改定内容 

社会情勢が大きく変化しており、人々の住生活に対する満足度の指標等も多

様化していることから、市民アンケート調査の結果をもとに、以下３つの視点

を計画の改定案に盛り込みます。 

 

①「社会環境の変化」の視点 

〇安全な住宅・住宅地の形成 

〇新しい生活観、DX の推進 

 

②「居住者・コミュニティ」の視点 

〇子どもを産み育てやすい住まいづくり 

〇高齢者等が安心して暮らせるコミュニティの構築 

〇セーフティネット機能の整備 

 

③「住宅ストック・産業」の視点 

〇住宅循環システムの構築 

〇空き家の管理・除却・利活用 

〇移住・定住の促進 

※詳細は別紙１、「４方針（案）」を参照 

 

４．今後のスケジュール（予定） 

令和７年１０月上旬  全庁意見照会 

     １１月上旬  第２回長浜市住生活基本計画策定委員会（素案） 

１２月１５日 産業建設常任委員会（パブコメ前） 

１２月中旬～ 計画案に対するパブリックコメント（１か月間） 

令和８年 ２月上旬  第３回長浜市住生活基本計画策定委員会（最終案） 

３月１６日 産業建設常任委員会（最終報告） 

３月下旬  長浜市住生活基本計画公表 
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長浜市空家等対策計画の改定について(経過報告) 

 

１．改定の趣旨 

 全国的に人口減少や少子高齢化、世帯構造の変化などによって空き家が増加する

中、令和 5 年 12 月 13 日に「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正

する法律」(以下「空家法」とする。)が施行され、空家等の状態に応じた「活用拡

大」、「管理の確保」、「特定空家の除却等」の 3 本柱での対策強化が図られまし

た。 

  本市においても、増加する空家等がもたらす問題がより一層深刻化することが

懸念されることから、今回の空家法改正及び今年度に実施している長浜市空家等

実態調査の結果を反映した施策を検討し、本市の空家対策を推進するため、「長浜

市空家等対策計画」を改定します。 

 

２．これまでの経過 

  令和７年３月１０日 産業建設常任委員会への報告（着手） 

      ４月～８月 庁内関係課や空家関連団体との協議 

      ８月    長浜市空き家等対策検討庁内会議への意見照会 

           ８月２１日 空家等対策推進会議 

 

３．改定のポイント  ※詳細は別紙①参照 
 人口減少等の要因により、今後も増加することが想定される空家等に対し、令和
５年に空家法が改正されたことに伴い、空家等の状態に応じた対策強化を行います。 

  【主な施策案】   

① 予防・抑制   ・住宅ストックの良質 ・不明所有者の確知 等 
② 活用・流通促進 ・空家等管理活用支援法人の指定、空家等活用促進区域の設定 等 
③ 適正管理    ・助言・指導・勧告等の措置、管理不全空家等対応 等 
④ 除却      ・管理者意識の醸成・強化方策の検討、財産管理制度の活用 等 
⑤ 跡地利用    ・地域等による活用への支援、空き地バンクの検討 等 

 

４．今後のスケジュール（予定） 

令和７年１０月    空き家等対策検討庁内会議、全庁照会 

     １１月上旬  空家等対策推進会議（パブコメ前） 

１２月１５日 産業建設常任委員会（パブコメ前） 

１２月中旬～ 計画案に対するパブリックコメント（１か月間） 

令和８年 ２月上旬  空家等対策推進会議（最終案） 

３月１６日 産業建設常任委員会(最終報告) 

所管委員会 産業建設常任委員会 

所管課 住宅課 
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１．活用拡大 

 ①「空家等活用促進区域」制度の創設 

 ②「空家等管理活用支援法人」制度の創設 

２．管理の確保 

 ①管理不全空家等に対する措置の強化 

 ②所有者把握の円滑化 

３．特定空家等の除却等 

 ①代執行の円滑化 

 ②財産管理人による空家等の管理及び処分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空家法の改正   

所有者等の責務強化 ・現行の「適切な管理の努力義務」に加え、国、自治体の施策に協力する努力義務を追加 

【所有者側の主な要因】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

【市場面の主な要因】 
 
 
 
 
 
 

【法制度面の主な要因】 
 

① 人口減少・高齢化 
人口減少、単身高齢世帯の増加 

② 遠隔地所在による管理の困難さ 
市外居住など管理が困難 

③ 所有者としての管理責任意識の低さ 
所有者としての意識が低く、空家に愛着がない 

④ 他人に貸すことへの抵抗感 
地域コミュニティの尊重、家を守り継ぐ意識 

⑤ 情報・知識不足 
空家等に関する情報や相談先が不明 

⑥ 改修・除却費用負担が困難 
高齢等により改修費用確保が困難 

⑦ 地域による課題の相違 
過疎化が進む地域での管理不全な空家の増加 

長浜市空家等対策計画の改定について 

☞本計画は、地域に大きな影響を及ぼす空家等について、発生の予防から除却、活用までを視野に入れた総合的な取組を示すものです。 
☞令和 5 年 12 月 13 日「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」の施行や、令和６年度に実施した条例・規則改正の
内容を踏まえ、空家等の状態に応じた対策強化を行います。 

計画の概要 

第1  計画の趣旨 
計画の位置づけ、計画の目的、計画期
間 等 

第２ 空家等の現状と課題 
空家等の現状、空家等が抱える問題、
課題 等 

第３ 計画の方針 
基本的な方針、目標値 

第４ 空家等対策の進め方と各段階の具
体的な施策 

対策の進め方、各段階による取組、
総合的な取組 

第５ 空家等対策の推進体制 
体制の整備、進捗管理と評価 

空家等が放置される要因・背景 

① 需給マッチングのずれ 
空家の急激な増加、価格の妥当性、間取り 等 

② 物価の高騰、コストの増加 
除却、リフォームのコスト高 等 

① 建築基準法、都市計画法上の制約 
法規制により改修等が困難 

② 固定資産税の特例措置 
空地とした場合の免税措置 

③ 農地取得制限 
農地取得申請が煩雑 

 

【方針案】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
  

【施策案】 
 

① 長浜の活力維持・向上を目指して、総合的
に対策を推進 
・予防の推進、安心・安全の確保、活用の促進 

② 地域のまちづくりと連携しながら空家等の増
加を抑制 

・地域ごとの将来像について多様な主体と連携し話
し合い、地域の景観や活動に配慮した空家等の
削減や有効活用 

③ 市民・地域・事業者・行政等が相互に連携
し取り組む 

・市民や地域、関連事業者、NPO や大学などが相
互に連携し、できること等を組み合わせて取り組
む 

① 予防・抑制 
・住宅ストックの良質化 ・情報発信（出前講座、リーフ
レット作成等）・不明所有者の確知 等 
② 活用・流通促進 
・空家等管理活用支援法人の指定、空家等活用促進
区域の設定、空き家バンク、二地域居住の推進 等 
③ 適正管理 
・助言・指導・勧告の等の措置、管理不全空家等対
応、実態調査のデータ活用 等 
④ 除却 
・管理者意識の醸成・強化方策の検討、財産管理制
度の活用 等 
⑤ 跡地利用 
・地域等による活用への支援、空き地バンクの検討 等 

方針案 

※赤字は新規提案 

【空家等活用促進区域とは】 

市町村が重点的に空家等の活用を
図る区域を「空家等活用促進区域」と
して定め、区域内での空家等の所有
者等への要請や、規制の合理化等を
措置することが可能 
⇒中心市街地エリアや北国街道
木之本宿景観形成重点区域周
辺を想定し、区域を具体化してい
く。 

【空家等管理活用支援法人とは】 

指定により、民間法人が公的立場か
ら活動しやすい環境を整備し、空家
等の管理・活用に関する普及啓発な
どの業務を行うことで、空家等対策に
取り組む市の補完的な役割を果たし
ていくもの 
⇒支援法人の指定の方針を検
討し、市内団体等との調整を行
う。 

別紙① 
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空家等に関する現状について（主な項目について抜粋） 

国の統計資料による現状 

③  ・人口減少傾向が将来も継続し、2050 年には人口が 82,316

人となることが予測されている。 

・高齢者世帯、単身高齢者世帯が増加している。 

・空家のうち、「その他の住宅」が増加している。 

空家等実態調査による現状 

②  ・市内における空家率は 5.1％であり、2,445 件存在する。 

・市の北部地域で特に空家率が高くなっている。 

・不良度判定では、全体では C、D 判定はそれぞれ 7.4％、2.2％

であり、浅井地区、西浅井地区で高くなっている。 

・ 

意識調査による現状 

①  ・維持管理が負担となっており、また遠方に住んでいる

ことも負担となっている。 

・今後については売却や解体の希望は一定数がある

が、賃貸は少数である。 

・売却や賃貸の場合、現状のままでの活用を大半が希

望されている。 ■人口推移と将来予測 

■種類別空き家の状況 

■高齢者世帯の状況 

■地区別空家率 

■不良度判定 

※判定基準は、A：問題なし、B:小規模な修繕で利用可能、 

C:現状での利用は支障あり、D：現状利用は不可能 

※空家等実態調査、意識調査は令和 6 年度に実施 

■維持・管理で困っていること 

■今後について 
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■貸出、売却等をする場合の条件について 
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■実態調査による空家判定結果 

A 判定 655 棟 
（管理に特段問題はな
く、現況で利用可能） 

B 判定 1,554 棟 
（管理は行き届いてい
ないが、比較的小規模
な修繕で利用可能） 

C 判定 182 棟 
（倒壊の可能性はない
が現況での利用は支
障あり） 

D 判定 54 棟 
（倒壊の可能性がある
など、現況での利用は
困難） 
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